
平成31年度　【国への要望】　主な要望事項

1 分権改革の推進・地方税財源の充実強化　（要望先：内閣府等）

・ 一定規模の基礎自治体へ権限移譲を行う場合の特別区の追加

・ 法人住民税の一部国税化の早期見直し

・ 不合理な税制改正等を行わないこと

・ 制度の趣旨を踏まえたふるさと納税制度の見直し

・ 地方消費税清算基準の制度本来の趣旨に即した見直し

2 社会保障・税番号制度の運用　（要望先：総務省）

・ カード交付事務等関連経費の地方交付税によらない全額国庫負担

3 子育て支援策の充実　（要望先：厚生労働省等）

・ 育児休業取得、ワークライフバランス定着

・ 子育てを行う世帯の経済的負担の軽減

・ 幼児教育・保育の無償化に係る財源確保

4 児童相談所設置の促進　（要望先：厚生労働省等）

・ 国による支援措置の確実な履行等

・ 児童相談行政に係る財政支援の充実・強化

・ 専門研修の拡充

5 ホームレス自立支援策の充実　（要望先：厚生労働省）

・ ホームレス対策事業に対する財政措置

・ ホームレスへの雇用創出、就労支援

6 生活保護制度の充実・改善　（要望先：厚生労働省）

・ 高齢者世帯のための新たな生活保障の仕組みの創設

・ 生活保護費の全額国庫負担

7 障害者施策の充実　（要望先：厚生労働省）

・ 障害者地域生活支援事業等の補助金の拡充

・ 人材確保、育成及び処遇改善に係る財源の確保



8 介護保険制度の充実　（要望先：厚生労働省）

・ 調整交付金の国法定負担分との別枠措置

・ 特別養護老人ホーム等の用地取得費・施設整備費補助

9 医療保険制度の充実　（要望先：厚生労働省）

・ 保険者へのさらなる財政支援と被保険者の保険料負担軽減策の拡充

・ 多子世帯への支援

10 国有財産の活用　（要望先：財務省等）

・ 未利用国有地等の優先的使用の拡大

・ 活用に向けた制度の見直し

11 地域医療の充実　（要望先：厚生労働省）

・ 基準病床数の算定方式の見直し

・ 特定不妊治療への取り組みの拡充

12 予防接種の充実　（要望先：厚生労働省）

・ 予防接種費用の地方交付税によらない全額国庫負担

・ ワクチンの安定的な供給体制の確保

13 住宅宿泊事業法関係業務等への支援　（要望先：観光庁等）

・ 事務経費、人件費等の財源措置

14 交通システムの整備促進　（要望先：国土交通省）

・
交通政策審議会答申に位置づけられた路線（東京8号線、11号線、12号
線、新空港線、都心部・臨海地域地下鉄）の早期実現

15 都市計画道路等の整備促進　（要望先：国土交通省）

・ 都市計画道路の整備促進、財源の重点配分

・ 連続立体交差事業の予算の拡大

16 都市インフラの改善　（要望先：国土交通省）

・ 羽田空港の機能強化に伴う騒音等について地域の理解を得られる施策

・ 道路・橋梁等の社会インフラ老朽化への対応

・ 電線類の地中化の促進



17 都市農業の振興及び緑化対策の推進　（要望先：国土交通省等）

・ 生産緑地等の特別区による買取りに対する財政支援

・ 保存樹林地・都市農地等に対する相続税猶予制度の見直し

18 災害対策の充実　（要望先：内閣府等）

・ 出火防止対策に係る補助制度の創設

・ 大規模水害時における広域避難に係る体制整備

19 地球温暖化防止対策の推進　（要望先：環境省等）

・ 再生可能エネルギーの活用促進と水素社会の基盤整備

20 オリンピック・パラリンピック支援策の充実　（要望先：内閣官房）

・ スポーツ振興の基盤づくり

・ 来街者受入れの取り組み

・ 開催都市にふさわしいまちづくり


